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１ 施策の概要

施策名
（節の名称）

№
消費生活等の充実18

平成２６年度　施策評価シート

作成日 平成 26 年 12

部章節№ 第2部 第1章 第5節 評価担当部 民生部
関連部局 -

総合計画書掲載頁 92 頁 記載責任者

施策の目的
（基本方針）

複雑多様化する消費生活等に関する問題に対応するため、情報提供や相談業務の充実をはか
り、住民が安全で安心して日常生活を営むことができる環境づくりにつとめます。

２ 施策を取り巻く環境

施策の現状
消費生活に関する問題は、商品の安全性や表示をはじめ、訪問販売、悪質商法、携帯電話等に
関する手口など多様化している現状があります。こうしたことから、情報提供や消費生活相談
の開催を通じて、安心できる環境づくりを進めています。

平本明敏

総合計画
体　系

まちづくりの目標【部】 安全で安心して暮らせるまちづくり

施策の分類【章】 災害対策と安全対策

法令・制度
の変更

なし。

施策の課題
複雑多様化する消費生活上の問題に対して、相談の充実はもとより、適格かつ迅速な情報提供
に努め、消費者の利益の擁護を一層進める必要がある。

３ 施策の成果指標 (基本方針を達成するため本施策に求められる成果を定量的に表記します。)

住民満足度

指標（単位）
総合計画
策定時

中間値
（26年度）

目標値
28年度 達成度

『消費生活等の充実』について「満足」
と感じる住民の割合

25.6 ％ 18.7 ％ 36.0 ％ C

主　な
目標指標

指標（単位） 増減
総合計画
策定時 23年度 24年度

消費生活教室・講座への参加者数 増 61 63

消費生活相談開所日数 増 8 8 8

69

25年度
目標値
28年度 達成度

365 80 A

8 10 A

－

主　な
活動指標

指標（単位） 増減
総合計画
策定時 23年度 24年度 25年度

目標値
28年度 達成度

４ 施策の活動指標 (「3 施策の成果指標」の目的を達成するため本施策において町が行う活動内容等を定量的に表記します。)

消費生活相談周知数（回） 増 12 12 14 15 15 A

2 B消費生活教室・講座周知数（回） 増 3 3 3 2

－



№ 名称 № 名称

５ 総合計画の進捗状況調査に基づく基本施策の評価
基本施策

評価結果
基本施策

評価結果

2 消費生活情報の提供と活動の支援 B

1 消費生活相談等の充実 A

3 問題解決への指導の強化 A

A

総合評価結果に対する分析（施策全体について、進捗状況、有効性・効率性の観点を踏まえて分析してください。）

６ 総合評価

成果指標評価 C 活動指標評価 B 進捗状況調査結果

７ 今後の方向性

方向性 □ 現状維持 ■ 一部見直し

・住民満足度が、平成21年度調査値より下がっているが、これは平成21年（2009
年）に消費者安全法が制定（消費者庁の設置）され、消費生活相談が自治体の業務に
位置づけられたことにより、今まで任意に行ってきた相談事業をより充実したこと
で、高い満足度だったものと思われる。
・消費生活行政をめぐる、新たな要望や問い合わせはないが、複雑多様化する消費生
活上の問題が発生することも予知されることから消費者の利益を保護するため、引き
続き施策の充実に努める必要がある。

総合評価

B 構成事務事業の見直しが必要な施策です。
（自動判定）

改善案
などの
内　容

・消費生活相談における相談件数がだんだんと減少しているが、消費者の利益を擁護
するため、引き続き、相談体制の充実に努め、消費生活相談の一層の周知を図る。
・消費生活相談員の職務、要件等について位置づけを明確にし、相談体制の整備に努
める。

８ 庁内行政評価委員会コメント ※主管部等では記入しないでください。

評価・
方向性

所管部の方向性のとおり

□ 大幅な見直し □ 新たな取組みや事業を追加 □ その他



９ 総合計画の進捗状況調査における取組の方向性の評価（事務事業の評価）

基本
施策№

取組の方向性 評価
年度

評価
結果№ 名称 主管課

1 (2) 法律相談など各種住民相談業務の充実 住民課 26年度 A

1 (1) 関係機関との協力による消費生活相談業務の充実 住民課 26年度 A

消費生活情報と学習機会の提供 住民課 26年度 A

3 (1) 品質の適正表示や商品の安全性確保についての指導 住民課 26年度 A

2 (2) 消費者団体等の自主的な活動への支援 住民課 26年度 B

2 (1)


